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研究成果の概要（和文）：本研究は、海洋空間計画をめぐる諸課題について、以下の観点から包括的な研究を行
った。第一に、国際社会における海洋ガバナンスがいかにして可能であるかを探求するため、その国際法上の基
盤について研究を行った。第二に、海洋ガバナンスの理論化・体系化の観点から、利害調整と合意形成に関する
ケーススタディ、国内規制の調整、海洋空間計画を通じた合意形成のあり方について検討を行った。第三に、ガ
バナンスの将来的な課題を明らかにするため、特に海上輸送の不確実性や不安定性に注目し、経済モデルや国際
物流モデルを用いたシミュレーション分析を実施した。またアウトリーチのため、最終年度には公開シンポジウ
ムを開催した。

研究成果の概要（英文）：In this project, issues concerning marine spatial planning were examined: 
First, in order to consider how ocean governance can be possible, we examined the international law 
basis of the ocean governance; Second, from theoretical and systematic perspective, we made a case 
study on the consensus building and the interest adjustment, and examined the harmonization of 
national rules concerning the use of the sea, and the possibility of consensus building through 
marine spatial planning; Third, the simulation analyses are conducted by using international 
economic and logistics model, focusing on uncertainty and instability of maritime shipping. As part 
of the project’s outreach efforts, public symposium was organized at the end of last fiscal year.

研究分野：国際法
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 現代国際社会における海洋管理は、困難な
課題に直面している。海洋資源開発、海上交
通の安全、海洋科学調査等、海洋利用の形態
が多様化するに伴って、ステークホルダーも
多様化し、その利害調整が必要とされている。
また、海洋環境保護や生物多様性の保全など、
海洋利用のあり方や地球環境の変化に伴っ
て生じる弊害を防止する必要性も強く認識
されている。 
 こうした様々な課題を解決するためには、
各国の分権的な海洋管理を克服した、国際的
かつ包括的な海洋管理の協力枠組みが必要
とされている。にもかかわらず、そうした包
括的な海洋管理を実現するための政策手段
が、これまで十分に整理されてきたとは言え
ない。確かに、特定の観点から、海洋を管理
する動きは見られるものの、人間による多様
な海洋利用とのバランスを視野に入れた統
合的な海洋管理の枠組みを実現するための
制度的基盤は、いまだ脆弱である。 
 こうした背景から、近年では「海洋空間計
画（Maritime Spatial Planning）」の必要性
が論じられるようになっている。これは、一
定の海域に対して、人間活動相互の調和、
人間活動と海洋環境の調和を実現できるよ
うな、総合的な海洋管理の手法であり、具
体的な海洋管理計画それ自体ではなく、そ
うした計画を策定するに至るプロセス全体
を指す概念である。海域利用を俯瞰する全
体的な戦略の下で、各制度を運用すること
によって、多様な海洋問題に対応すること
が、海洋空間計画の目的である。 
 他方で、海洋空間計画の実効的な制度設計
を実現する過程では、様々な課題が指摘され
ている。第一に、多様な人間活動を調整する
ためには、海域を利用するステークホルダー
間の利用調整が不可欠であるが、その手法は
未だ確立されていない。また国連海洋法条約
は、資源に対する沿岸国の権利を基軸に海洋
を海域ごとに区分し、海域を単位として各海
域における国家管轄権を規律するが、こうし
た海域区分に基づく海洋管理は、多様な利用
を調整し、国際的・包括的な海洋管理を実現
するという現代の課題に、十分に対応するも
のではない。 
 こうした問題意識から、近年、合意形成に
関する研究や、その際に参照される科学的知
見の評価に関する研究が進展しており、また
公共目的を有する国際協力のスキームにつ
いても、国際関係論・国際行政論において議
論が発展してきた。また国際法においても、
伝統的な海域区分に基づかない海洋管轄権
の規律方法について、研究が進められており、
とりわけ近年では、国家管轄権外区域におけ
る生物多様性（BBNJ）の保護が論じられて
いる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、以上に述べたような背景を踏ま

えて、海洋空間計画の実効的な制度設計を行
う上で、現在の制度が抱える問題を特定し、
その解決に向けた理論を構築することを目
的とする。近年では、こうした海洋の国際
的・包括的な管理枠組みを構築する理論とし
て、「海洋ガバナンス」の理論が重視されて
いる。本研究は、こうした海洋ガバナンスの
理論枠組みを構築することで、合意形成や国
際協力に向けた課題を抽出し、統合的海洋管
理に適合的な海洋空間計画の制度設計とそ
のネットワーク化を可能とする方法論を検
討・構築することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、以下の三つの課題を主たる研究
課題としており、これらの様々な観点から海
洋ガバナンスを論じることで、海洋ガバナン
スの多面的な性格を明らかにすることを試
みた。 
 
（1）研究テーマ I：国連海洋法条約における
海洋ガバナンスの理論的基盤 
 1982 年に成立した国連海洋法条約は、領海、
排他的経済水域（EEZ）、大陸棚、公海といっ
た海域区分を基礎として、各海域において個
別的な規制を行う。しかしこうした海域区分
に基づく海洋管理については、近年、その限
界が指摘されるようになっている。 
 そこで本研究では、従来の海洋法条約の制
度枠組み踏まえて、海洋ガバナンスをめぐる
現代の諸課題を多角的に分析し、海洋法条約
に基づく問題解決の可能性と、その限界につ
いて考察を加えた。 
 具体的には、海洋保護区（MPA）、海底鉱物
資源における環境影響評価（EIA）、海洋構築
物と安全水域の設定、海洋地形（島など）の
法的地位、延伸大陸棚の境界画定、多様な海
洋利用における海底電線敷設の自由の位置
づけ、そして人権法との関係を取り上げた。 
 
（2）研究テーマ II：海洋ガバナンスの理論
と実践 
 海洋空間計画の策定と国際ネットワーク
の形成においては、多国間または地域的な調
整枠組みの他、旗国、沿岸国、自治体による
国内的な枠組み，船主、運航事業者、漁業者、
その他の海洋利用者，周辺住民など海洋に関
わるステークホルダーが多数関与している。
そこで本研究では、こうした背景を踏まえて、
ガバナンスの形成過程についての特徴を整
理した。 
具体的には、国際的なガバナンス制度につ
いての俯瞰的な整理・分析を行った。国内に
おける合意形成過程については、理論的観点
からの考察を加えたほか、洋上風力発電をめ
ぐるケーススタディを行い、統合的海洋管理
に向けた取り組みの中での位置づけについ
ての検討を行った。また、国内における通行
規制に関する法制度の調整についての研究
を行った。さらに、我が国の海洋管理におい



て重要な意義を有する離島管理のあり方を
検討するため，現地調査を通じて離島政策の
評価を試みた。 
 
（3）研究テーマ III：国際貨物流動に関する
分析 
 海上輸送は、国際貨物流動において中心的
な役割を果たしており、国際貿易を効率的に
実現するために不可欠な要素である。本研究
では、特に海上輸送の不確実性や不安定性に
注目し、様々な輸送条件のもとでの新規輸送
ルート出現・成立の可能性や、需要が少なく
かつ離散している島嶼地域における国際物
流ネットワークのあり方について検討した。 
 具体的には、新規ルートについては、北極
海航路およびパナマ運河拡張後のLNG輸送に
着目し、燃料費や航行可能期間、通航料金な
どの変動要因が、我が国及び東アジア諸国の
LNG 輸入パターンに与える影響について分析
した。島嶼地域については、大洋州を対象に、
国際コンテナ貨物の流動モデルや、ネットワ
ークの最適形成モデルを構築し、地域内積替
ハブ港の成立可能性や、新規航路の最適寄港
ルートや運航船社について検討した。 
 
４．研究成果 
 第一に、海域区分を前提とする海洋法条約
の枠組みを前提として、海洋ガバナンスをめ
ぐる現代的課題にどのような対応が可能で
あり、またどのような限界が存在するかにつ
いて、海洋保護区、海底鉱物資源における環
境影響評価、海洋構築物と安全水域の設定、
海洋地形（島など）の法的地位、延伸大陸棚
の境界画定、多様な海洋利用における海底電
線敷設の自由の位置づけ、そして人権法との
関係について、国際法的観点からの分析を報
告書としてとりまとめた。 
 第二に、ガバナンスの観点から、海洋ガバ
ナンスの理論構造や各種の利害調整、合意形
成についての理論的研究を行い、また洋上風
力発電を題材とする、合意形成のケーススタ
ディを行った。 
 第三に、海上貨物輸送の観点から、北極海
航路の利用進展やパナマ運河拡張による東
アジア諸国のLNG輸入パターンへの影響につ
いて、複数の変動要因の変化を踏まえたシナ
リオ分析を実施した。また、大洋州における
地域ハブ港や新規航路の成立可能性につい
て、国際コンテナ貨物流動ネットワークモデ
ルを用いて検討し、政策的な示唆をとりまと
めた。 
 
 これらの研究のとりまとめの主な内容は、
以下の通りである。第一の研究テーマについ
ては、以下の具体的なテーマについてとりま
とめを行った。 
 海洋保護区をめぐる議論については、近年
のチャゴス島MPAをめぐる仲裁裁判を手がか
りとして、MPA をめぐる問題の複層性を明ら
かにした。 

 海底鉱物資源開発における環境影響評価
の問題については、海洋法条約が規定する
EIA の義務が、深海底機構が定める Mining 
Code によって具体化されていることを確認
した。 
 安全水域をめぐる問題については、国連海
洋法条約と我が国の国内法制について検討
を加え、沿岸国法令による規律が抱える様々
な問題を包括的に論じた。 
 海洋地形の法的地位については、フィリピ
ン・中国仲裁判決等の国際判例を手がかりと
して、国連海洋法条約 121 条についての詳細
な検討を行った。 
 延伸大陸棚の境界画定については、大陸棚
限界委員会と裁判所の関係や、境界画定の方
法について、近時のバングラデシュ・ミャン
マーITLOS 判決を手がかりとして検討を加え
た。 
 海底電線をめぐる海洋利用の調整問題に
ついては、19世紀以来論じられてきたこの問
題について、近年の研究を踏まえて、海底電
線の保護や環境保護との関係についての研
究を行った。 
 人権法との関係については、海洋法におい
て伝統的に認められてきた遭難救助の義務
を踏まえて、不法移民や難民の保護において
問題となる人権法上の課題について、これま
での事例を踏まえて検討を行った。 
 以上の検討に加えて、第一の研究テーマの
一環として、我が国の国益に直接的な関係を
有し、しかも半閉鎖海であるアジアの海にお
いて、国連海洋法条約の権利義務を実施する
各国の国内法制度の理解が必要であるとい
う観点から、アジア各国の国内法令を収集し、
ウェブサイトにおいて公表した。なお海洋科
学調査（MSR）について作成した報告書をも
とに、許・西本が英文コンメンタールを分担
執筆した。 
 第二の研究テーマについては、以下のテー
マについて検討を行った。 
 まず、現代における海洋ガバナンスの特徴
について、国内的なガバナンスと国際的なガ
バナンスが存在するだけでなく、後者の中に
は、国際社会全体を包摂するようなガバナン
スの体系と、地域的問題を解決するための、
より地域的なガバナンスが存在するという
理論的側面を明らかにした。 
 国内における合意形成のあり方について
は、その法的基礎を踏まえつつ、洋上風力発
電などの個別事例において、合意形成がどの
ように行われてきたのかについて、詳細なケ
ーススタディを行い、自治体やコミュニティ
との密接な協力が、事業の成功にとって不可
欠であることを明らかにした。 
 国内における諸規制の調和については、洋
上風力発電と船舶航行を例として取り上げ、
これら二つの海洋利用がどのような点で対
立するかを明らかにしながら、これらを調和
させる様々な試みについて論じた。 
 また離島の現地調査においては，交通・輸



送コストを始めとする離島と本土の格差に
ついての理解を深めることができた。また、
こうした離島が産業振興や人口維持のため
に行っている様々な取り組みについてヒア
リングを行い、今後の離島政策におけるこう
した取組の重要性を確認した。 
 第三の研究テーマについては、はじめに北
極海航路の利用進展やパナマ運河拡張によ
る東アジア諸国のLNG輸入パターンへの影響
分析については、燃料価格、北極海航路の年
間航行可能期間、北極海航路の通航料金（米
ドルとロシアルーブルの為替レート、および
料金ディスカウントの有無）の変動を考慮し
た 72 のシナリオについて、LNG の全世界の輸
出国と東アジアの輸入国間の輸送ルート（北
極海航路、スエズ運河経由、喜望峰経由、パ
ナマ運河経由）別の年間輸送費用を算出した。
さらに、現状ルートからの輸送費の削減率に
基づき、空間的応用一般均衡モデルの一種で
ある GTAP モデルを用いて、LNG 貿易パターン
の変化や各国経済（GDP）への影響を試算し
た。その結果、東アジア諸国の中でも現状に
おいてLNGの最大輸入国である日本が北極海
航路やパナマ運河などの新規航路に最も近
いこともあり、最も大きなインパクトを受け
るとともに、相手国の多様化にも貢献し、基
幹的エネルギー資源である天然ガスの調達
リスクの分散に繋がることが示された。 
 また、大洋州を対象とした国際物流ネット
ワークモデルの分析結果からは、今後、世界
的トレンドであるコンテナ船の大型化が同
地域でも進展した場合、何もしないと地域内
の積替港の機能の一部が周囲の豪州・NZ等の
港湾へ移転し、同地域における輸送上のハン
ディキャップが相対的に増加する可能性も
あるものの、適切な投資が実施されれば、地
域内ハブ港の機能は強化される可能性があ
ることを示した。また、特に疎なネットワー
クとなっている北太平洋諸国への新規航路
開設の可能性について、寄港地や共同運航船
社の最適な組み合わせを検討し、適切な組み
合わせの場合、運航船社の財政負担を増加さ
せずに当該地域貨物の輸送費用を削減でき
る可能性があることを示した。 
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